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こどもエネルギー体験学習広場を開催しました

2018年 8月 1-2日 第3回国際バイオマス会議を共催しました。

2018年 8月 23日 第23回拠点運営会議を開催しました。

好天に恵まれた7月28日土曜日、広島大学工学部で
こどもエネルギー体験学習広場を共催しました。
参加者は小学生48人ならびにその保護者でした。
マツダ株式会社からエンジンの話をいただき、ク
イズ大会をおこなった後、3種類の実験をおこない
ました。参加者には参加賞を、またクイズ大会で
優秀な成績を収めた子供5名に賞品を渡しました。
マツダ株式会社からは、エンジンの燃焼のモデル
実験も見せていただきました。また、エネルギー
クロスワードも配布しました。
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成果
2008年、広島大学学内外の研究者・実務者と共同で、交通工学分野の研
究拠点として「アジアモビリティ安全プロジェクト研究センター
（ASMOセンター）」を設置しました。以降、科学研究費基盤研究Aをは
じめとする各種外部資金を獲得し、多くの論文を出版しています。並行
して、21COEプログラムから博士課程教育リーディングプログラムまで、
2003年度以降、 15年間継続して文科省の大型プログラムを獲得し、人
材育成に努めています。

産学連携・社会連携活動等
国土交通省、文部科学省、総務省、環境省および地方自治体の審議会や
委員会の委員を歴任し、民間企業と共同で環境・エネルギー関連研究の
社会実装や社会貢献の活動を行っています。2017年度からは、自動運転
に代表されるオートサピエンス時代を見据えて、モビリティの価値に関
する受託研究を開始しました。

低炭素社会を支える新しい交通システムの構築

研究の内容
人間・組織・社会の行動メカニズムの理解をもとに、都市工学・交通計画に関する研究テーマに取り組んでいます。日
本や他の先進国に加えて途上国を研究フィールドとしています。特徴として、これらの研究分野に学際的な研究手法を
取り入れることで、3つの柱の研究テーマに取り組んでいます。
①安全・安心な交通システム・・・都市・交通統合モデルの開発、 ITS、交通安全、先進的公共交通システム、都市
サービスの質、 DRT（需要応答型公共交通システム）
②人にやさしい都市デザイン・・・活動・交通行動調査とモデリング、ユニバーサル・モビリティ・デザイン、持続可
能な居住地区計画、移動の価値、高齢者の生活交通
③環境と共生する交通政策・・・・低炭素型都市の設計、 TDM（交通需要管理）、ロードプライシング、運輸部門のエ
ネルギー消費、質の高い協調型交通システム
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